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令和６年２月 19日 

～子どもたちの教育環境充実ために～ 

株式会社ウエストエネルギーソリューション様 

企業版ふるさと納税 感謝状贈呈式 
 

 株式会社ウエストエネルギーソリューション（代表取締役 江頭 栄一郎、本社：広島市西区楠

木町 1-15-24、 事業内容：太陽光発電等再生可能エネルギー事業）様より、三原市のプログラミン

グ教育の充実を目的とした「学ぶ力育成事業」にご賛同いただき、企業版ふるさと納税の申し出を

いただきました。これに基づき、株式会社ウエストエネルギーソリューション様から寄附をいただ

きましたので、次のとおり感謝状贈呈式を行います。 

 

【ポイント】 

●企業版ふるさと納税を通じてプログラミング教育に寄附をいただくのは三原市で初 

●市内公立中学校のプログラミング教材を整備する事業で活用 

 

１ 日 時  令和６年２月 21日（水曜日）16時 30分～ 

 

２ 場 所  三原市役所４階 市長応接室 

 

３ 出席者 

 株式会社ウエストホールディングス 

顧 問   新 喜惣（しん きそう）様 

三 原 市             市 長  岡田 吉弘(おかだ よしひろ) 

                    教育長  安原 敏光(やすはら としみつ) 

                   教育部長  木村 敏男(きむら としお) 

 

４ 今回の企業版ふるさと納税 

  寄附の目的  学ぶ力育成事業の応援として 

 

５ 学ぶ力育成事業の概要 

  ・市立中学校（中学校 10校）のプログラミング教材を整備する事業 

・事業費 267,478千円（令和５年度予算） 

 

 

企業版ふるさと納税とは 

正式名称を「地方創生応援税制」といい、地方公共団

体が実施する地方創生事業に対して企業が寄附をし

た場合、税制上の優遇措置が受けられる制度です。 


